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研究成果の概要（和文）：本研究は、わが国の独立行政法人における業績管理システムの活用と効果に関するものであ
る。わが国の制度は、法人への分権化度が高く計画・実績のコントロールが強いシステムでああり、形骸化をもたらす
可能性がある。業績管理情報が利用され業績向上につなげるためには、トップマネジメントのリーダーシップやミドル
の能力向上策、部門間連携を活性化させるような組織文化に関するコントロールの実現が重要である。

研究成果の概要（英文）：This research explores the implementation and effect of Performance Management 
System in Japanese agencies. In Japan, design of the agency system included New Public Management 
elements, such as independence and delegation of powers, but also traditional ones, with a strong system 
of controls. The performance improvement attained by agencies depends on their agency characteristics, 
organizational culture, perceived need for change and organizational dependance, with a remarkable 
influence of the organizational culture.
It is important for the improvement of performance to consider of organizational culture factors such as 
the leadership, the improvement of middle management skill and the inter-organizational communication.

研究分野：管理会計
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 法人としての独立性が高く、業績管理
において強いコントロールシステムをもっ
たわが国の特徴的な独立行政法人管理制度 
わが国では、1999 年に独立行政法人
（Agency）に関する制度ができ（独立行政法
人通則法）、研究所や博物館、図書館、大学、
病院、基金、造幣局など多様な 100余りの独
立行政法人ができた。同様の取組みはすでに
1980 年代のイギリスにおけるエージェンシ
ー制度等に見られ、企画立案部門と実施部門
を分離し、実施部門であるエージェンシーと
呼ばれる独立行政機関の裁量を拡大し権限
と責任を明確にすることで、効率性とサービ
スの質向上を両立させようとするものであ
る（岡本，2008）。ただし、わが国の制度
は、独立行政法人に独立した法人格を与えて
いる点でニュージーランドの制度と似てい
るが、イギリス、カナダの制度には法人格は
無く政府内の組織であるという点で異なる。
また、計画と業績評価によるコントロールに
おいては、ニュージーランドは自己評価のみ
であるが、日本は、所管官庁による評価委員
会と総務省の評価委員会の２つがチェック
を行うダブルチェックシステムを採用して
おり（地方にあっては、所管部局と外部評価
委員会）、また、中期・短期の計画評価（事
前評価）と実績評価（事後評価）を実施して
おり、独立性が高い組織を中央省庁が比較的
強く統制するシステムである点で、国際的に
みても特徴のある取組みを行っている。 

 
(2) 分権化と業績管理制度の導入は必ずしも
業績の向上には結びつかない 
海外の先行研究では、分権化を進め、組織
として自立性を高めることや、業績管理シス
テムを利用し計画と成果によりコントロー
ルすることが、必ずしも意思決定や行政サー
ビスの質の向上に結び付かないことが指摘
されてきた (Van Thiel et al. 2012; Hatry 
2002; Ammons and Rivenbark 2008)。ま
た、コストをかけて業績評価のための指標設
定を行うこととその効果について、行政職員
は研究者ほど価値が無いと考えていること
などが指摘されてきた(Poister and Streib 
1999; Bouckaert and Peters 2002; Grizzle 
2002; Kelly 2002）。 
わが国に関しては、独立行政法人の会計や
監査の制度的特徴については研究が蓄積さ
れてきているが（岡本・高崎 2002；東，2008，
2009）、導入された業績管理システムが組織
内の経営管理にどのように作用し、行動や業
績の変化をもたらしているかについての研
究は行われていない。わが国の制度は、諸外
国に比べ所管官庁による統制が比較的強い
特徴を持っているため、制度化された業績管
理システムが有効に機能しているかどうか
を検討することは重要である。 
 
 

２．研究の目的 
独立行政法人の管理のために導入された、
計画立案、実施、業績評価といった一連の経
営管理プロセスに機能不全が生じていれば、
制度として業績管理システムは組織におけ
る管理の形骸化をもたらし、組織のパフォー
マンスに負の影響を及ぼす可能性がある。こ
のため、本研究では、わが国の独立行政法人
における業績管理の仕組みと業績との関係
を明らかにし、わが国の制度にあった活用方
法を検討するうえでの基礎資料を提供する
ことを基本的な目的とした。  
また、管理会計研究においては、業績管理
システムの導入が業績や組織成員の意識、行
動にどのような影響を与えるかについての
研究蓄積がある。また、組織をコントロール
するうえでは、組織文化などの非公式、非会
計的な要素を考慮する必要があることがこ
れまでも指摘されてきた。すなわち、組織の
コントロールに関わる複数の手段は相互に
関連していることから（Otley,1980）、計数的
な管理システムが機能するかについても、価
値観の共有やリーダーシップ、コミュニケー
ションといった要素を考慮することが重要
であると指摘されてきており（Ouchi,1979;   
Flamholtz,1983; Simons1995; Merchant 
and Van der Dtede,2007）、コントロールの
手段をパッケージとして捉えることが主張
されている(Malmi and Brown,2008)。独立
行政法人のように、成果が重視される一方で、
サービスの公共性が高く、その業績を財務数
値のみで計測することが困難である組織に
おいては、非会計的なコントロール手段の影
響を重視する必要がある。本研究は、このよ
うな多元的なコントロール方法の効果につ
いてマネジメントコントロールの視点で検
討することで、独立行政法人がより有効性の
高い業績管理の仕組みを検討するうえで貢
献すること、また国や地方公共団体が効果的
な制度設計を行ううで貢献することを目的
としている。 

 
３．研究の方法 
本研究は、独立行政法人における業績管理
システムに関する文献調査、インタビュー調
査、質問票調査を通じその実態を明らかにす
ると共に、目標値設定の方法、またリーダー
シップや価値観の共有など非会計、非公式の
側面が、組織の業績にどのような影響を及ぼ
すかを明らかにしようとするものである。研
究の方法は、次の３つの方法により実施した。 
① 独立行政法人（エージェンシー）制度
に関する国内外の文献調査 

② 公的組織の業績管理に関する海外専
門家へのインタビュー調査、国内独立
行政法人に対するインタビュー調査 

③ 独立行政法人を対象とした質問票調
査のデータに基づく定量的な分析調
査 

独立行政法人や Cavalluzzo and Ittner 



(2004)等の公的組織の業績管理に関わる先
行研究をふまえ、分析の基本的な枠組みを設
定したうえで、国内外のインタビュー調査を
ふまえ、その示唆するところを分析項目に反
映し、データ分析に基づいてより一般的な示
唆を得るよう設計した。 
 
４．研究成果 
(1)業績管理情報が活用されるには、実質的
に自立的な経営が行われていることが重要
である。 
 独立行政法人制度の導入によって、中期・
短期の経営計画の立案と実績評価を行う制
度的な PDCA(Plan-Do-Check-Action)サイ
クルが導入された。いずれの法人においても、
計画を構成する各事業について可能な限り
定量的な評価指標が設定され、業績管理シス
テムを通じて活動をコントロールできる仕
組みがある。 
 制度的に透明性の高い業績管理システム
の仕組みがあっても、組織内の人が情報を活
用し行動に結びつけなければ効果的な仕組
みとは言えない。先行研究（(Meyer and 
Brown 1977; Meyer and Scott 1992). Pina 
et al. (2009)  Arellano-Gault (2012)等）や
海外識者（Lourdes Torres教授 Vicente pina
教授等）へのインタビューの結果、制度的な
仕組みを作ってコントロールを強化しても、
それが活用されるとは限らず、仮に活用され
ても制度的な仕組みは実質的に作り変えら
れてしまうことが示唆された。 
 独立行政法人化と業績向上に向けた業績
管理システムの活用について、国レベルにお
いて独立行政法人化された造幣局、また、地
方独立行政法人化された那覇市立病院等の
医療機関へのインタビューの結果、次の点が
示唆された。 
① 業績管理情報の活用は、実質的な分権
化の度合いの高さ（自由裁量度の大き
さ、運営費交付金等の財源への依存度
の低下）に伴って重要となる。 

法人の収益構造として、所管官庁からの運
営費交付金の割合が比較的低く、病院などの
医療組織のように、手術件数の増加やベッド
コントロールなどの自主裁量によって収益
を増やすことが可能な組織は、戦略構築、実
施の重要性が高くなるため、業績管理情報も
活用される可能性が高い。他方、人件費や経
費削減程度しかとるべき手段がなく、しかも
経費削減努力の結果が運営費補助の削減な
どにつながる場合は、業績管理システムも有
効に機能しないおそれがある。 

 
② 業績向上策の検討や実施において、組
織のトップマネジメントのリーダー
シップの果たす役割が大きい。 

収益構造や業務の構造を変革するうえで
は、中長期的な視点で取り組む必要がある。
また、とくに保守的な組織風土をもつ場合は、
トップダウンによる変革が必要となる。 

③ 業績向上策の立案や実施において、ミ
ドル（中間管理層）における変革に対
する意識の強さや部門間連携の容易
さが影響している。 

顧客や利用者に近い現場のマネージャー
は、サービスに対するニーズを把握し、サー
ビスの質向上に向けた取り組みを検討する
ことや、立案された計画を着実に実施してい
くうえで重要な役割を果たしており、部門間
で連携できるかも重要な要素である。 
 
(2)業績管理システムが有効に機能し、業績
の向上をもたらすうえでは、所管官庁への依
存性が低いこと、組織風土などの文化的要因、
変革への必要性が認識されていることが重
要である。 
 文献調査、インタビュー調査をふまえ、次
のような変数が独立行政法人の業績（経済性、
効率性・生産性、製品・サービスの質、業務
プロセスの質の向上など）に影響を与えてい
ると考えた。 
① 計画の設定と共有：ビジョンや目的、
計画が設定され共有されているかな
ど。 

② 組織文化：部門間のコミュニケーショ
ン、相互支援の風土、新しい手法に対
する積極的な関心、トップマネジメン
トのリーダーシップなど 

③ 変革に対するニーズ：利用者ニーズの
変化への対応の必要性、民間企業との
競争の必要性、コスト低減への強い意
識、成果向上の必要性、所管官庁との
関係の変化の必要性など。 

④ 組織的な制約条件：資源の少なさ、職
員の能力、組織的なノウハウの蓄積の
小ささ、所管官庁等からの不適当な介
入など 

⑤ 独立性：予算、人員などの依存度の低
さなど。 

⑥ 組織規模 
 
 独立行政法人を対象とした質問票調査の
分析の結果、組織規模としては比較的大きな
組織であり、中央官庁に対する依存度が小さ
な組織は比較的業績が高かった。また、サー
ビスやプロセスに対する変革ニーズが強く
認識され、部門間の相互支援やリーダーシッ
プの強さなどが強い組織が、業績向上に結び
つけていることがわかった（図表１）。 
 
(3)独立行政法人の経営管理においては、制
度的な計画、評価のコントロールシステムの
整備だけでなく、トップマネジメントのリー
ダーシップの質的向上やミドルが利用者ニ
ーズの把握やサービスの質向上をはかるた
めの能力向上策、部門間連携を活性化させる
ような組織変革に向けた取り組みが重要で
ある。 
 わが国の独立行政法人制度は、法人として
独立しているため、制度上の分権化の度合い



は高い。このため、所管官庁が、比較的強い
計画、実績のコントロールを行うことになっ
ている。メリットとしては、PDCA サイクルを
回すことができる業績管理システムが制度
的に導入されることである。他方、先行研究
は、形骸化し組織成員の行動や業績につなが
らないおそれがあることを示唆してきた。 
 分権化が実質的に行われている組織では、
業績管理情報に対するニーズも比較的強く、
業績に結びついている可能性が高い。このよ
うな法人は、わが国では、比較的規模が大き
く所管官庁への依存度の低い組織である。た
だし、このような組織にあっても、業績管理
システムの整備だけで、業績の向上につなが
るとはいえない。トップマネジメントのリー
ダーシップやミドルが利用者ニーズの把握
やサービスの質向上をはかるための能力向
上策、部門間連携を活性化させるような組織
変革に向けた組織文化に関するコントロー
ルが重要であり、組織能力や組織文化に関わ
る変革を併せて実施していくことが求めら
れる。 
 
図表１ 業績向上との諸変数との関係 

業績の向上 

計画の設定と共有 0.117 

組織文化 0.763*** 

変革に対するニーズ 0.363** 

組織的な制約条件 -0.191* 

独立性 -9.954** 

組織規模 0.492* 

R2 0.795 

 
*** P <0,01; ** P <0,05; * P <0,1 

出 所 ： Are Changes Effective in 
Performance Management? An Analysis of 
Japanese Agencies. (Ana Yetano, Takami 
Matsuo) International Journal of Public 
Administration, 2015(Apr):1-13， 
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